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地域ブランドにかかわる地域主体の連携に関する一考察
－地域団体商標活用に関するアンケート調査を中心に－

A Consideration on Cooperation between Regional Entities Concerning Regional Brands:
Focusing on the Questionnaire Survey on the Utilization of Regional Collective Trademarks

馮　晏 1）・宮島　裕 2）

Yan FENG・Yutaka MIYAJIMA

概要
　地域経済の活性化を図るために，地域ブランドを通じて，地域の知名度を向上させることがますます重要
になっている。2006 年に創設された「地域団体商標制度」の活用は地域ブランド力の向上に有効な手段の
ひとつである。また，地域ブランドは企業ブランドと異なり，地域に存在する多様なステークホルダーが主
体となり，一体となって取り組むことが重要である。本研究では，地域ブランドを構築するための各主体間
の連携に焦点をあて，地域団体商標活用に関するアンケート調査にもとづいて，各主体が行われている連携
や，連携によって得られるパフォーマンス，課題などについて，解明を試みる。
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Abstract
In order to revitalize the local economy, it is becoming increasingly important to improve the local recognition 

through the utilization of regional brands. Utilization of "regional collective trademarks" is one of the effective means to 
improve the power of regional brands. In addition, unlike corporate brands, it is important for regional brands to be led 
by the various stakeholders in the region and work together. In this paper, we focus on cooperation between each entity 
to build a regional brand. Based on the questionnaire survey on the utilization of regional collective trademarks, we 
would like to elucidate the cooperation between each entity, the performance obtained by the cooperation, and the 
problems.

Keywords	：	 Regional Brands, Regional Revitalization, Regional Collective Trademarks, Cooperation

１．はじめに

　近年，地域経済の活性化を図るために，地域にある製品やサービスを全国にアピールする機運が高まって
いる。こうした動きに合わせて，地域ブランドを通じて，地域の知名度を向上させ，地域経済の活性化につ
なげていくために，2006 年 4 月に商標法の一部が改正され，「地域団体商標制度」が新たに創設された。地
域団体商標を活用し，地域ブランド力を高めていくためには，企業や，行政，NPO，地域住民といった多く
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の主体の連携がきわめて重要となる。
　これまで，地域団体商標による地域ブランド化に関する研究では，特定の地域ブランドに関する事例研究
や知財や特許法に焦点をあてた研究が多かった。連携の視点から地域団体商標の活用を考察した研究はほと
んどない。そこで，本研究では，地域ブランドをとり巻く各主体間の連携に焦点をあて，地域団体商標活用
に関するアンケート調査を実施した。そのアンケート調査の結果を中心に，地域のどの主体がどのような連
携を行っているのか，また，連携によりどのようなパフォーマンスが得られているのか，連携の際にどのよ
うな課題があるのか，などについて考察したい。

２．先行研究のレビュー

２. １　地域ブランドに関する代表的な先行研究
　地域ブランドとは「それぞれの地域が持つイメージ（景観，自然環境，歴史背景，文化・特産品など）が，
固有の価値があるものとして，地域を取り巻くステークホルダーによって広く認知されたもの」である（内
田，2004）。また，知的財産戦略本部では，地域ブランドを「地域団体商標」としてとらえ，「地域の名称」
と「商品（サービス）名」等の組み合わせから構成される商標であると定義している。地域ブランドに関す
る定義は多様な観点からとらえられており，統一した見解が見いだされていない（佐々木等（2022），大森

（2018），伊部（2010））。
　地域ブランドの構築については，阿久津・野中（2001）は，知識創造の視点から地域ブランドの発展段階
を 4 つに分けている。具体的にいえば，①地域内の地域特性のある資源の共同（共有化）という地域資源形成，
②地域内外で地域特性の認知を表出化する地域ブランドの形成，③地域内外からの新しい知との連結化によ
る新製品・サービスの追加というブランド拡張，④地域における自主的な活動を増幅させ，地域の交流がさ
らに活発化するという地域への適応，である。

　また，青木（2004）は，地域ブランド構築の基本構図を示している（図 1）。青木によれば，地域ブラン
ドは「地域資源ブランド」と「地域全体のブランド」に分類することができる。前者は特産品や加工品，景観・

図 1　地域ブランド構築の基本構図

出典：青木（2004）より引用，一部加筆修正
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芸能・イベントなどを対象としているが，後者は地域イメージ自体をブランドとしてとらえている。地域ブ
ランド構築のプロセスとして，①「地域性」を活かした地域資源のブランド化，②地域資源ブランドによる
地域全体のブランド化，③地域ブランドによる地域資源ブランドの強化，④地域資源のブランドによる地域
経済の活性化，という 4 つの段階をあげている。この段階的なとらえ方は，地域資源ブランドと地域全体の
ブランドの相乗効果が生まれ，地域活性化につながっていく流れを示している。
　大森（2018）は①地域資源，②地域ブランドの「対象」，③地域ブランドの形成・発展に関わる「主体」
のという 3 の視点に着目し，「地域ブランドの形成・発展プロセスモデル」を構築している（図 2）。①の地
域資源は，地理，歴史，産業，生活などの当該地域に形成・蓄積された有形・無形の資源を指している。こ
れらの資源は当該地域の「地域らしさ」の根源であり，地域ブランド・アイデンティティを検討する基盤と
なるという。②の地域ブランドの「対象」は，「地域空間」と「地域産品」が含まれている。両者は相互補
完の関係にあり，ブランディングする際に，この 2 つの対象に対して実施する必要がある。③の地域ブラン
ドの形成・発展に関わる「主体」については，「マーケター側」と「顧客側」という 2 つの側面からとらえ
ており，両者の相互作用によって地域ブランドが形成される。

　内田（2004）は，地域ブランドを製品ブランドと企業ブランドの上位概念としてとらえている。地域ブラ
ンドを形成・展開するために，多くのステークホルダーを巻き込みながら，①中核企業の活動，②周辺企業
の活動，③官や学の連携・支援，④地域イメージの維持・形成という 4 つのプロセスを経る必要があると主
張している（図 3）。

図 2　地域ブランドの形成・発展プロセスモデル

出典：大森（2018）より引用
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　また，地域ブランド構築・マネジメントの実施主体には，単一である企業ブランドと異なり，生産者，地
方自治体，地域住民，学校，NPO，顧客などの多数の組織や個人が含まれている。地域ブランドを構築する
ために，地域内における多様な連携を行い，地域が一体となってブランドを構築することが欠かせない（佐々
木等（2022））。しかしながら，その主体が不明確である（阿久津・天野（2007），内田（2004），佐々木等（2022））
という問題がある。

２. ２　連携に関する先行研究
　連携とは，ある特定の目的を達成するために，個人または組織間の責任と権限に裏付けられた相互の協力
関係である（長積，2008）。また，バダラッコは多様なステークホルダーを意識しつつ，「企業と競合企業，
顧客，サプライヤー，政府機関，大学，労働組合，その他の組織とのすべての協力関係である」と定義して
いる（バダラッコ，1991）。
　連携の動機に関する研究では，資源を獲得するための資源依存論と，相手から技術やノウハウなどを学習
するための組織学習アプローチ，コストを削減するための取引コスト・アプローチなどがあげられる（山倉，
2007）。また，連携のプロセスについても，多くの研究が行われている。そのなかで，連携の形成動機から
発展，そしてパフォーマンスまでの動態的分析枠組を示している研究もある（馮（2013a，b））。それらによ
れば，組織は他者に資源を依存しており，お互いに資源を交換するという目的をもっている。連携を発展さ
せるために，組織間信頼の形成と組織間学習が重要である。パフォーマンスについては，「意図的パフォー
マンス」のほかに，「随伴的パフォーマンス」を得ることが可能である。また，組織間信頼と組織間学習，
パフォーマンスの 3 者が影響し合い，連携をさらに促進させている。

２. ３　本研究の分析視点
　上述のように，これまでの先行研究は，地域ブランディングを行うために，実施主体の多様性と多様な主
体間の連携が重要であると指摘しているにもかかわらず，これに関する研究が見当たらない。そこで，本研
究では，地域ブランドをとり巻く各主体間の連携に焦点をあて，アンケート調査を実施した。その結果を分
析し，地域ブランドを構築するための実施主体や，連携の内容，連携によって得られるパフォーマンスとい
う視点から，連携による地域ブランド構築について考察する。

図 3　地域ブランドの形成・展開プロセスのモデル図

出典：内田（2004）より引用。
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３．調査の概要と標本の基本情報

３. １　地域団体商標制度
　商標とは，事業者が自社の取り扱う商品やサービスを他社のものと区別するために使用するマークである。
地域団体商標制度は，地域ブランドを適切に保護することにより，信用力の維持による競争力の強化と地域
経済の活性化を支援する目的として，2006 年 4 月 1 日に実施された制度である。地域団体商標として登録
できるのは，「地域名称」と「商品（サービス）名」等の組み合わせからなるものである。商標権の権利の
存続期間は原則 10 年になっている。
　商標登録の条件は，以下の 4 つである。

①出願できるのは，ⓐ事業協同組合などの特別の法律により設立された組合，ⓑ商工会，ⓒ商工会議所，
ⓓ NPO 法人（非営利活動法人），ⓔこれらに相当する外国の法人，という地域に根差した団体であること。

②団体の構成員に使用させる商標であること。
③地域の名称と商品（サービス）に関連性があること。
④一定の地理的範囲である程度有名であること。

　この制度が創設されてから 16 年ほど経ったが，現在全国産品別で 792 件の商標が登録されている（2021 年
12 月末時点）（表 1）。

表 1　特許庁による産品別団体商標登録件数

N0. 産 品 分 類 登録件数 NO. 産 品 分 類 登録件数

1 野菜 72 13 清涼飲料 1

2 米 10 14 植物 5

3 果実 54 15 織物・被服・布製品。履物 69

4 食肉・牛・鶏 67 16 工芸品・かばん，器，雑貨 98

5 水産食品 52 17 焼き物・瓦 34

6 加工食品 70 18 おもちゃ・人形 17

7 牛乳・乳製品 6 19 仏壇・仏具・祭典用具・家具 41

8 調味料 19 20 貴金属製品・刃物・工具 9

9 菓子 15 21 木材・石材・炭 15

10 麺類・穀物 17 22 温泉 49

11 茶 29 23 サービスの提供（温泉を除く） 29

12 酒 14

合　　計 792

出典：『地域団体商標ガイドブック：カタログ編 2022』のデータをもとに，筆者作成

３. ２　本研究の調査概要
　地域団体商標に関しては，連携の視点からの先行研究がないため，予備調査として特許局が発行している

『地域団体商標に関すガイドブック』（2016 年～ 2021 年の 6 年間分）に取り上げられた連携の事例や公的機
関の報告書，関連する論文や書籍，新聞記事などの情報を収集し，調査のポイントを明確したうえで，アン
ケート調査の質問項目を設計した。
　また，地域の特性や地域産業の構成のばらつきを抑えるために，調査対象は特許庁の地域分類のなかから
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関東・甲信越地域を限定した。2021 年 7 月に，対象地域である東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県，茨城県，
栃木県，山梨県，群馬県，新潟県，長野県の 10 都県で地域団体商標を取得している 93 の団体に向けて質問
票を郵送し，50 通（回収率 53.8%）を回収した。調査期間は 2021 年 8 月 25 日から 2021 年 9 月 15 日までで
ある。

３. ３　標本の基本情報
　本研究は上記特許庁の 23 の産品分類をもとに，青木（2004）などの先行研究を参考にして，地域ブラン
ドを農林水産品，加工食品，工芸品，観光地・商業地という 4 つに分類することにした。以下の表 2 はこの
4 つの分類による標本データの概要である。

表 2　本研究の標本データの概要

地域ブランドの分類
合計

農林水産品 加工食品 工芸品 観光地・商業地

地

域

茨城 1 1 3 0 5

栃木 0 1 1 1 3

群馬 0 0 2 2 4

埼玉 1 3 1 0 5

千葉 2 2 0 1 5

東京 1 0 4 1 6

神奈川 1 3 1 1 6

新潟 0 2 5 0 7

山梨 2 1 2 0 5

長野 1 2 1 0 4

合　計 9 15 20 6 50

出典：筆者作成

　調査対象となる地域団体商標取得団体の規模は，図 4 になる。構成員（組合員）数が 50 以下の小規模の
団体が 29 団体で，全体の 58％を占めている。一方で，301 社以上の大規模の団体が 12 団体で，全体の 24% 
になっている。

図 4　調査対象となる団体の規模

出典：筆者作成
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　地域団体商標の保有期間については，保有期間が 10 年以上の団体が 28 団体で，56％，保有期間が 5 年か
ら 10 年未満の団体が 19 件で，12% になっている（図 5）。

４．地域ブランドにかかわる地域主体の連携に関する考察

４. １　地域団体商標を活用するための連携の状況
　地域団体商標を活用するために，調査対象となる 50 団体のうち，「活発に連携がみられる」団体と「一部
の構成員に連携がみられる」団体を合わせると 41 団体であり，全体の 82％の団体が何らかのかたちで連携
を行っていることがわかった（図 6）。また，地域内で行われている連携が 98 件（87％）となっている一方で，
地域外の連携は 12 件（14.6%）にとどまっている（図 7）。そのため，以下では地域内連携を中心に考察を
行いたい。

図 5　団体商標の保有期間

出典：筆者作成

図 6　各団体の連携状況

出典：筆者作成

図 7　地域内外の連携状況

出典：筆者作成
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４. ２　地域ブランドにかかわる連携の主体
　地域ブランドにかかわる連携の主体については，地域団体商標を取得している団体の構成員，地域内の企
業，自治体，学校，NPO，地域住民を想定して調査を行った結果，連携をもっとも活発に行っているのは，
団体構成員と地域の自治体との連携（68.3%）である。次に多いのは団体構成員間の連携（63.4％）であり，
地域学校との連携（43.9％）と，地域内の異業種の企業との連携（39.0％）は一部にみられた。地域住民と
の連携は 19.5％であり，NPO との連携はわずか 4.9％である。（図 8）。

４. ３　主体別連携内容
　団体構成員間の連携については，地域ブランドを活かすための商品・サービスの共同開発や勉強会・交流
会の実施から，地域ブランドのプロモーション活動，地域ブランドを保護するための活動まで，多様な連携
が行われ，地域の活性化を図っていることがわかった。一方，地域自治体との連携活動は，主にイベントや
展示会などの PR 活動や，地域団体商標に関する情報の掲載，商標を PR するための組織やグループの形成
であり，両者は主にプロモーション活動において協力し合っている。
　地域内の学校との連携活動は，主にものづくりやサービスの現場の体験活動と，勉強会や交流会の実施と
なっている。地域内の異業種企業との連携は，主に新製品・サービスの開発や，イベントや展示会等の PR
活動にとどまっている（図 9）。
　地域団体商標を活用するために，商標を取得している団体の構成員間において，多様な連携が積極的に行
われている。また，地域の自治体や学校，異業種の企業も連携にかかわっている。これらの主体がそれぞれ
プロモーション活動，人材育成，商品・サービスの開発において，地域ブランドの構築に貢献している。つ
まり，地域団体商標を活用するために，多様な主体がさまざまな連携を行っている。

図 8　地域ブランドにかかわる連携の主体

出典：筆者作成
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４. ４　地域ブランドにかかわる連携のパフォーマンス
　連携のパフォーマンスについては，図 10 が示しているように，「地域ブランドの認知度の向上」（68.3％）
がもっとも顕著になっている。次に，高いのは「商品・サービスの品質の維持・向上」（58.5％）と，「販路
の開拓・拡大」（53.7％）である。一方で，連携による「構成員のブランドに対する保護認識の向上」（36.6％）
と「新商品・サービスの開発」（29.3％）といった効果がある程度みられた。つまり，連携は，直接的にも間
接的にも地域ブランド力の向上にプラスの影響を与えているといえる。

図 9　主体別連携内容

出典：筆者作成

図 10　地域ブランドにかかわる連携のパフォーマンス

出典：筆者作成
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４. ５　地域団体商標の保有期間と連携の活発化の関係
　上述のように，地域団体商標を取得している団体の 82％が連携を行っていることがわかった。また，多
様な連携によって，地域ブランド力の認知度の向上や，商品・サービスの品質の向上，販路の拡大につながっ
ており，高いパフォーマンスを得ている。したがって，地域団体商標を長く保有している団体ほど連携も活
発に行われているのではないかと推測できる。しかし，この相関関係について Pearson のカイニ乗検定を行っ
た結果，両者が無相関であることがわかった（表 3）。つまり，地域団体商標を長く保有しても連携が活発
化していないことである。

表 3　地域団体商標の保有期間と連携の活発化の相関

記述統計

平均 標準偏差 度数

保有期間 2.34 .867 47

連携活発化 1.82 .720 50

保有期間 連携活発化

保有期間 Pearson の相関係数 1 .027

有意確率（両側） .858

度数 47 47

連携活発化 Pearson の相関係数 .027 1

有意確率（両側） .858

度数 47 50

　これまでの分析で，連携を実施している団体において，多くのパフォーマンスが得られる一方で，保有期
間が長くなっても，連携が活発化していないことがわかった。このような結果をもたらす要因として，下記
の図 11 が示すような連携における課題とのかかわりがあるのではないかと考えられる。
　アンケート調査によれば，連携を行う際に，構成員間の合意形成が難しいと感じている団体がもっとも多
く，41.5％を占めている。次に多いのは「人材不足」（34.1％）という課題である。このほかに，「連携活動
のなかで連携相手との調整が難しい」（17.1％）や，「コストの増加」（17.1％），「原料調達や生産能力を超え
てしまう（12.2％）」といった課題が存在している。

図 11　連携の実施における課題

出典：筆者作成
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　また，連携を行っていない団体では，「連携に関する情報や知識が不足している」（55.6%）が連携を躊躇
する最大の理由となっていることがわかった。次に，「供給能力に限界がある」（33.3%），「人的資源に制限
がある」（33.3％），「連携を促す中核的な構成員がいない」（33.3％）などがあげられている（図 12）。

４. ６　連携の今後
　連携の今後については，すでに連携を実施している団体は，「拡大していきたい」（18 件，43.9％）と「現
状維持」（19 件，46.3％）を合わせて，90％以上になっているのに対し，「縮小していきたい」団体はない。
今後も連携に対して前向きに考える団体が多いことがうかがえる（図 13）。一方で，現段階では連携を実施
していない団体は，今後の連携についての考えが分かれている（図 14）。

図 12　連携を行わない理由

出典：筆者作成

図 13　連携を行っている団体が連携の今後に対する考え

出典：筆者作成



─ 76 ─

共栄大学研究論集　第 21 号（2022）

５．おわりに

　地域団体商標を取得し，それを活用することは，地域ブランド力の向上を図り，地域経済の活性化につな
がるためのひとつ方法である。このような活動を促進するために，日本では 2006 年 4 月に「地域団体商標
制度」が新たに新設された。また，企業ブランドと異なり，地域ブランド力を高めるには，地域の企業や，
自治体，学校，NPO，地域住民などのステークホルダー間の連携が重要である。この連携の重要性について
は，すでに先行研究によって指摘されている。
　しかし，これまでの先行研究では，地域団体商標を活用するために連携を行う際，誰が主体であるのか，
どのような連携が行われているのか，また連携のパフォーマンスや課題がどのようなものがあるのかについ
て，ほとんど具体的に述べられていない。そこで，本研究では，地域団体商標を取得している関東甲信越地
域の団体を対象に，アンケート調査を実施した。調査の結果をもとに，連携の主体や，連携の内容と得られ
るパフォーマンスの視点から，連携による地域ブランド構築について検討してきた。
　まず，地域団体商標を取得している団体構成員と地域の自治体との連携がもっとも活発に行われている。
次は団体内の構成員，地域の学校，地域の企業という順になっている。つまり，地域ブランド力を向上させ
るために，多様な主体が連携にかかわっているおり，地域団体商標を取得している構成員以外にも，地域の
自治体，学校，地域内の企業も連携に関わる主体として存在している。また，これらの主体がそれぞれの役
割をはたし，地域に貢献していることがわかった。
　一方で，これらの連携はほとんど地域内で行われており，地域を超えた連携はほとんどみられない。電通

（2009）によれば，地域を活性化するために，地域の担い手として，地域内のキーパーソンだけでなく，地
域外協力者（ヨソモノ）の存在が重要である，という。今後，地域ブランドの認知度をより高めるには，連
携を地域外へと拡大していく必要があるであろう。
　今回の調査では，連携によって，地域ブランドの認知度の向上や，商品・サービスの品質の向上，販路の
拡大といったパフォーマンスが得られたことがわかった。しかし，地域団体商標の保有期間と連携の活発化
の相関関係はみられなかった。今後，地域団体商標を取得している団体における中核的なリーダーの育成や，
団体間における連携に関する情報交換や知識の共有といった課題を解決することにより，連携がさらに促進
され，地域ブランドの向上にいっそうプラスの影響をもたらすことができると考える。
　今後は，アンケートの調査結果の分析から得られたヒントをもとに，特徴的な地域団体商標を抽出し，イ
ンタビュー調査を実施する。インタビュー調査では，地域団体商標に関する具体的な取り組みや施策，効果，
課題について，掘り下げていきたい。

図 14　連携を行っていない団体が連携の今後に対する考え

出典：筆者作成
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